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研究成果の概要： 
 経営倫理教育においては、単に経営倫理の知識を身につけるだけでなく、その受講者が経営

の実践において倫理的な意思決定を行なうような教育が目指される。本研究においては、経営

倫理学の体系的な教科書をまとめ、その中で日本の現状に基づいたケースとその使用法を解説

し、知識のみならず倫理的な態度を習得するためのひとつの指針を提示した。また複数の書籍、

論文、学会において経営倫理全般の研究を整理、深化させ、その教育の具体的な実践手法につ

いて発表した。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2006 年度 1,100,000 0 1,100,000 

2007 年度 1,000,000 0 1,000,000 

2008 年度 1,000,000 300,000 1,300,000 

年度    

  年度    

総 計 3,100,000 300,000 3,400,000 

 
 
研究分野：経営倫理、応用倫理 
科研費の分科・細目：経営学・経営学 
キーワード：経営倫理、企業倫理、ビジネス倫理、ケース・メソッド 
 
１．研究開始当初の背景 
  
従来の日本における経営倫理学研究にお

いては理論的、実証的な研究が中心であり、
教育法についての研究は殆どなされなかっ
た。他方、米国では多くのビジネス・スクー
ルで経営倫理科目は必修であり、ビジネスに
従事する者に倫理的な行動を促す教育法の
研究も進んでいた。経営倫理科目の目的とし
て経営倫理に関する知識の習得と同時に受
講者のビジネスにおける倫理的な振る舞い
の喚起が必要とされる。 
経営倫理教育におけるケース・メソッドは、

ビジネスにおいて直面する倫理的ジレンマ
を受講者が主体的に分析して意思決定する
ことが求められることもあり、効率性だけで
なく倫理的に考える実務家の養成に有効な
ものであると考えられる。 
本研究では、経営倫理学全般を俯瞰し、経

営における倫理的な知識とマインドを育成
する実践的な手法の研究を目指した。 
 
２．研究の目的 
 
本研究はケース・メソッドの手法を用いた

効果的な経営倫理教育の手法を明らかにす
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ることを目的としている 
 現在の日本における経営倫理学研究は欧
米の研究に準拠したもの多く、そこで示され
る事例も欧米のものとなっている。欧米の事
例をそのまま日本人の受講者に用いても、社
会的背景の相違や企業名そのものになじみ
がないためシミュレーションとして主体的
に事例研究を行うことが困難な場合が多い。
日本の実務家は日本的システムで運営され
る企業組織に属しており、米国の事例をその
まま用いても彼らが抱える倫理的なジレン
マに直接応えるものではないことは容易に
想像がつく。日本的企業システムの中の経営
倫理教育確立のため、本研究では日本の社会
システムに根差したケース事例を研究する。 
 また、ケース・メソッドでは単に事例を収
集するだけで不十分で、その事例が講義に用
いた場合適切な効果をあげることができる
か検証しなくてはならない。本研究では大学
での講義、講演会、企業内研修などを適宜に
企画し、実務家との議論を通してより倫理的
行動の喚起に有効な事例を作成する。また、
受講者アンケートからケースの効果的な運
用法についても調べる。 
 
３．研究の方法 
 
経営学、倫理学に関する書籍を通しての基

本的なサーベイはもちろんのこと、米国の経
営倫理教育に関する文献も収集し、邦語にま
とめた。この部分での最大の成果は、中谷常
二、勝西良典監訳、ノーマン・Ｅ・ボウイ著、
晃洋書房、『利益につながるビジネス倫理－
カントと経営学の架け橋』、2009 である。 

経営倫理実践研究センター（経営倫理学会
の企業向け教育機関）ケース研究部会で研究
代表者中谷は企業倫理部門やコンプライア
ンス部門の担当者を対象にケース・メソッド
を用いた社内研修のノウハウについて講演
してきた。実務レベルでの倫理的ジレンマを
抱えた問題と学問的に興味深い問題はしば
しば乖離することが多いが、このような実務
家との対話を通じて、実務レベルで応用でき
るケース作成を試みることができる。倫理実
践研究センターの会員企業の協力を得て面
談を実施し、日本の実務家の抱える倫理的な
ジレンマを明らかにしてきた。また、企業内
研修におけるコンプライアンスマインド定
着のための経営倫理研修もどのようなもの
が行われているのかを調査した。企業の企業
倫理研修担当者の協力を得て定質的な調査
を試みた。研究代表者中谷は人事院主催の国
家公務員行政研修においてもケース・メソッ
ドを用いた研修を行っていることから、職業
倫理、専門職倫理などの近接分野からの貢献
も大きい。ケース・メソッドにおけるケース
は事例作成者の意思とは離れ、教育に用いて

有効かどうかは実際に教育現場で運用しな
いとわからないことが多い。本研究では一つ
一つの事例を教育研修の場で試すことがで
き、その選別を経たケースは真に有効なもの
といえ、本研究におけるケースの精度向上に
役立っている。これらの部分での成果は中谷
常二編著、晃洋書房、『ビジネス倫理学』、2007
および複数の論文や学会において発表して
きた。 
 
４．研究成果 
 
2006年度には、経営倫理を実践する手法と

して多くの企業で取り入れられている CSRを
テーマに取り上げ、企業倫理教育の重要性を
論考した。論文「誰のための CSRか？－CSR
に対する倫理学からの異論」、「CSR（企業の
社会的責任）活動の経営倫理学的考察」、「公
益ビジネスとは何か」では、企業や社会にお
ける企業倫理観の現状と問題点を提示し、真
に企業倫理を推進し、企業不祥事を抑制する
には、まず経営者および従業員の倫理観の涵
養のための企業倫理教育が重要であると提
言している。 
 続いて、ケース・メソッド教育に関する研
究では、日本経営倫理学会において「企業に
おける経営倫理教育でのケース・メソッド研
修の有効性」というタイトルで学会発表を行
った。研究代表者中谷が作成したケース・メ
ソッドによる従業員教育プログラムを某企
業で実施した結果、従業員に企業倫理の重要
性を認識させることができ、ケース・メソッ
ドによって満足度が高い研修ができたこと
を実証的に明らかにした。  
 韓国経営倫理学会では“The business ethics 
education at Japanese corporations: Ethical and 
cultural considerations”の題で日本企業で行わ
れている経営倫理教育について発表を行っ
た。韓国経営倫理学会大会のテーマが経営倫
理教育に関するものであったこともあり、韓
国における大学や企業での経営倫理教育に
ついての知見を深め、有意義な意見交換をす
ることができた。 
 また、『応用倫理学事典』、『経営倫理用語
辞典』では企業不祥事や社内の企業倫理推進
体制に関する用語の解説を担当し、従業員教
育の重要性とその執行手法について言及し
た。 
2007年度には、ケース・メソッドに関する

研究については経営倫理実践研究センター、
新日本石油株式会社、花王株式会社、ＮＴＴ
などの各社の協力により、ケース・メソッド
を用いた社内研修のあり方について知見を
深めることができた。また、それらの企業に
対してどのような研修を行うことが従業員
の倫理マインドの涵養につながるかについ
ての調査も進めた。これらの成果は研究代表



 

 

者中谷常二編著の『ビジネス倫理学』で、倫
理学説に関する論考や、具体的なケース・メ
ソッドによる研修の進め方としてまとめ、刊
行することができた。 
また、様々なステイクホルダーがより働き

やすい職場にするための研究として「日本に
おける障害者雇用へのビジネス倫理学的考
察」を日本経営倫理学会で発表した。障害者
雇用の問題は女性や外国人などの企業にお
けるダイバーシティーの問題として普遍化
可能であることをさまざまなケースの収集
を通じて検証することができた。 
2008年度は本研究の最終年度としてこれ

までの研究の総括を行った。さまざまな企業
への訪問調査や、米国ミネソタ大学での
Norman E. Bowie教授との翻訳書出版のため
の討議などを通じて以下のような実績を上
げることができた。 
日本経営倫理学会誌に発表した論文「経営

倫理学における倫理とは何か―倫理的に考
えることの一考察」では経営倫理教育を行う
上で不可欠な倫理とは何かということを哲
学的に考察したものである。また、論文「企
業内倫理研修におけるケース・メソッドの活
用」では企業内で行われている企業倫理研修
の実態を取り上げ、日本の教育全体に欠けて
いる道徳教育を企業内でどのように受講者
の満足度を上げ、効果的に行うかを論究した。 
学会発表は 3回行い、“The business ethics 

education at Japanese manufacturing 
corporations”では日本の製造業において行わ
れているケース・メソッドを用いた経営倫理
教育について、「ビジネスの本質についての
倫理学的考察」では利潤の追求というビジネ
スの本質とそこに存する倫理の意義につい
て、「ビジネス倫理学の課題と展開」では経
営倫理教育におけるケース・メソッドの体系
化と事例の収集の重要性について、日本経営
倫理学会などで研究報告をした。 
 著書『公益学を学ぶ人のために』では、米
国のケース・メソッド教育でよく用いられる
ブレント・スパー事件について経営学的、倫
理学的な考察を対比して描き、経営倫理教育
における基本的な考え方について明らかに
した。また、監訳書『利益につながるビジネ
ス倫理―カントと経営学の架け橋（Norman E. 
Bowie 著）』を出版し、カントの倫理学に基づ
いた規範に即した経営が利益につながるこ
とを様々なケースを通じて紹介し、経営倫理
教育の一つの指針となる研究を行うことが
できた。 
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